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一 般 会 計 予 算 （案） の プ ロ フ ィ ー ル

○　予 算 規 模 

○　主 要 歳 出 項 目

17,403 5.0 15,308 14.1 16,569 △ 2.0 13,415 10.5

3,110 0.9 1,573 9.2 3,081 △ 28.5 1,441 9.8

7,386 10.9 7,277 9.6 6,659 9.3 6,637 17.5

1,294 14.1 1,081 13.7 1,134 △ 0.1 951 2.1

1,025 9.3 644 4.1 938 4.9 619 △ 3.7

711 △ 9.4 528 9.9 784 80.9 481 12.9

1,983 △ 13.8 1,679 0.4 2,300 △ 3.7 1,673 6.3

1,410 18.6 1,410 18.6 1,190 1.4 1,190 1.4

○　人 件 費 の 推 移

3,230 2,988 2,628
〔0〕 〔41〕 〔17〕

（％） 18.6 18.0 15.5

○　町 債 の 状 況

　令和７年度末現在高（見込） 12,880 百万円

　令和８年度中起債発行額（見込） 1,272 百万円

　令和８年度中元金償還額（見込） 1,324 百万円

　令和８年度末現在高（見込） 12,828 百万円

一 般 会 計 総 額

う ち 総 務 費

う ち 民 生 費

区　　　分

令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度

う    ち
経常分

う    ち
経常分

対前年度
増　減　率

対前年度
増　減　率

対前年度
増　減　率

区　　　分

地 方 交 付 税

そ の 他

7,400,636

1,887,100

27,183,743

国 ・ 府 支 出 金 285,040

地 方 債 292,700

5,734,267

2,353,000

4,563,173

4,576,337

特 別 会 計

財 産 区 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

一 般 会 計 834,000

町 税 645,037

17,403,000

1,475,380

（単位：百万円、％）

う ち 教 育 費

う ち 公 債 費

区　　　分  令 和 ８ 年 度   令 和 ７ 年 度  

人　 件 　費
（百万円）

〔うち退職手当〕

人件費比率

職　 員 　数
（人）

（ 一 般 職 ）
248 244 242

 令 和 ６ 年 度  

う ち 衛 生 費

う ち 土 木 費

う ち 消 防 費

対前年度
増　減　率

28,659,123

対前年度

増減額 増減率当初予算当初予算

令和８年度 令和７年度

16,569,000

6.7

29.9

△ 23.9

1.2

133.7

5,089,230

合 計

1,272,000

3,480,560

7,489,683

13,340

1,142,300

2,610,800

参
　
考

（単位：千円、％）

89,047

5,707 7,633

1,321,300 △ 179,000 △ 13.5

38.3

5.4

707,000

5.0

12.7

43.01,646,000

4,278,133

979,300

△ 1,095,777

723,700
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

公用車（電気自動車）購入 ［総務・債権管理課］ 3,249千円 

～電気自動車の導入による温室効果ガスの削減～ 

 

島本町地球温暖化対策実行計画において温室効果ガスの排出削減目標を定めており、住民・事業者における

次世代自動車の導入を促進するために、老朽化により更新時期を迎えた公用車（ガソリン車）に替えて電気自動

車を購入する。 

 

〇購入予定台数 1 台（軽自動車（バン）を予定） 

 

〇特定財源 電気自動車導入補助金 574 千円 

         脱炭素化推進事業債 2,400 千円 

 

〇CO²削減量 ガソリン車と比較して 52％削減（出典： 

環境省 HP） 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

新庁舎建設事業 ［総務・債権管理課、行革デジタル推進課］ 継続 878,652 千円 

～公共施設の耐震化の推進～ 

旧役場庁舎は昭和 47（1972）年 11 月に建設されたもので、「耐震性能の不足」「建物の老朽化」「バリアフリ

ーへの対応」などの問題を抱えていた。これらの課題解決に向け、令和５年６月から新庁舎建設工事に着手し、令

和７年５月から新庁舎棟の供用を開始した。現在、広場棟（旧役場庁舎）の減築改修工事を実施しており、令

和８年７月の竣工をめざす。 

 

○令和 8 年度事業費 874,143 千円 

○特定財源 庁舎整備事業債 668,800 千円 

 

工事期間 令和 5～8 年度 工事費総額 33 億 9,667 万 6 千 8 百円 

【建築概要】 主要用途 庁舎 建築面積 3,139.14 ㎡ 延床面積 6,244.59 ㎡ 

駐車台数 来庁者用 41 台、公用車用 21 台 駐輪台数 来庁者用 93 台、公用車用 9 台 

構造・階数 新庁舎棟：鉄骨造・地上４階、 広場棟（現役場庁舎）：鉄筋コンクリート造・地上２階 

 

～情報化の推進～ 

令和８年度に供用開始を予定している広場棟の会議室に庁内ネットワークを無線 LAN 化して整備する。 

無線 LAN 化することにより、新たな LAN ケーブルの敷設が不要となり、また、本庁舎から端末を移動しても設定を

変更せずに庁内ネットワークを利用できることから、ペーパーレス化の推進とともに、業務の効率化を図ることができる。 

 

○事業費 4,509 千円 

○特定財源 なし 

 

 

 

 

 

 

                           （このイラストは生成 AI を使用して作成したものです。）  
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

民間集合住宅避難所指定事業 ［危機管理室］ 新規 424千円 

～マンションを指定避難所とする協定を締結～ 

 

令和 7 年 12 月、大規模な水害や地震発生時に、民間集合住宅の共有スペースを指定避難所として開設する

ための協定をマンションの管理組合と島本町が締結した。令和 8 年度には、避難所として必要となる看板、自家発

電機などの備品整備を進める他、備蓄食料や水、携帯トイレ、毛布、テントなどを島本町から提供予定である。 

 

避難所となる施設：マンション２階の共有スペース（約100㎡） 

収容人数：約６０名 

対象とする災害：洪水、地震 

 

○特定財源 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備蓄米（アルファ米）、水、クッキー 

カセットボンベ発電機 

携帯用トイレ 

圧縮毛布 

避難所看板 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

防犯カメラ増設事業 ［危機管理室］ 拡充 1,800 千円 

～防犯カメラで地域に安心を～ 

 

本町では児童・生徒の安心確保や犯罪防止を目的として、全町立小学校４校の通学路に計２０台の防犯カメ

ラを設置しているが、近年は犯罪認知件数が若干増加しているとともに、車両交通量の多い交差点などでの交通事

故等の危険が指摘されている。 

そのため、登下校時の児童・生徒の安全確保を主たる目的に、島本町 PTA 連絡協議会より防犯カメラの増設

要望があったことを受け、高槻警察署と協議を行いその意見を踏まえ、通学路や交通量の多い箇所を中心に防犯カ

メラを増設し、さらなる安全・安心な町づくりを実現するための取組を進める。 

 

○令和８年度増設予定台数  ２７台 

 

○特定財源  なし 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

消防車両購入事業 ［管理課］ 新規 111,600千円 

  

①消防本部車両「水槽付きポンプ自動車」の更新   [80,700千円] 

●購入から１６年が経過した水槽付きポンプ自動車の更新を行い、各種災害への対応力向上を図る。 

 

○特定財源 消防施設整備事業債 75,300 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②消防本部車両「高規格救急自動車」の更新   [30,900 千円] 

●購入から１０年が経過した高規格救急自動車の更新を行い、救急需要への対応力向上を図る。 

 

○特定財源 消防施設整備事業債 28,800 千円 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

道路改良事業 ［都市整備課］ 継続 22,000千円 

～自然と調和した快適なまちづくりの推進～ 

道路幅員が狭隘で地形上急勾配かつ見通しの悪い区間において、車両同士の離合が困難であり、通行に支障

が生じていることから、当該区間沿道に設置されている本町が管理する水路空間を活用し、車両の離合が可能とな

る 5.5ｍ～6.0ｍの幅員を確保する工事を実施する。 

○安全な通行環境の創造に向けた道路の拡幅  

・町道広瀬桜井幹線（島本町桜井五丁目地内） 

 水路上に待避所を設置して、車両の離合が可能となる幅員を確保し、安全で円滑な通行空間を創造する。 

 

○特定財源 防災・安全交付金 11,000 千円 

         道路整備・維持補修事業債 9,900 千円 

 

        

改良イメージ図 

           改良前                      改良後 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

新体育館等整備事業［生涯学習課］ 継続 16,579千円 

〇事業内容 

建設から４０年以上が経過し一部未耐震であり、用地が借地である町立体育館及び老朽化が進む学校プール

について、令和７年３月策定の「島本町新体育館等整備基本計画」に基づき、水無瀬川緑地公園内への移転整

備を進める。 

令和８年度は、令和７年度から引き続き、整備事業者を募集するための募集要項や、新体育館等に求める要

求水準書等を作成し、整備事業者の募集を行う。そして、新体育館等整備事業者選定委員会において、整備事

業者を決定する。 

また、併せて、新体育館等を整備するに当たり、本町の求める要求水準等を満たした設計・施行がなされているか

を確認するため、専門的見地からのモニタリング支援業務の委託をする。 

 

 〇事業費 

1.新体育館等整備事業者選定支援業務委託                             16,500 千円 

2.新体育館等整備事業者選定委員会報酬等                          79 千円 

3.新体育館等整備（令和８年度～令和１１年度）                    4,114,866 千円(債務負担） 

4.新体育館整備事業モニタリング支援業務委託（令和８年度～令和１１年度） 23,100 千円(債務負担) 

  〇特定財源 

1、2、4:特定財源なし 3:国庫補助金、町債活用予定 

 

 〇整備予定地 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

〇事業スケジュール 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

歴史文化資料館保存活用事業 ［生涯学習課］ 新規 11,916千円 

～歴史文化資料館の保存活用計画を策定～ 

〇事業内容 

歴史文化資料館は昭和１６年に史跡桜井駅跡の記念館として建てられ、平成２０年度から資料館として使

用している国の登録有形文化財であり、令和６年度に実施した耐震診断の結果、性能不足が明らかとなったた

め、耐震補強工事を行う予定としている。 

 

「保存活用計画」を策定することで、具体的な建物の保全方法を明確にしながら、建物を活用することができ

る。この計画を基に、登録有形文化財として適切な耐震補強工事とその後の活用を行っていく。 

 

また、魅力的でこれまでにない展示を住民の皆様に提供できるよう、耐震補強工事と併せて展示方法の見直し

を行う予定としており、令和８年度は、専門家の指導助言を得ながら展示方法の検討を行う。 

 

〇事業費 

保存活用計画策定業務 11,803 千円 

展示指導謝礼         113 千円 

 

〇特定財源 

  登録有形文化財保存活用計画策定費補助金 5,901 千円 

 

〇スケジュール 

令和 ８ 年度   保存活用計画策定 

              耐震補強工事後の展示内容の検討 

令和 ９ 年度   耐震補強工事基本設計・実施設計 

令和１０年度    耐震補強工事 

 

 〇現況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【歴史文化資料館外観】                   【歴史文化資料館内観】 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

尺代テニスコート整備設計事業 ［生涯学習課］ 新規 2,744千円 

〇事業内容 

令和６年度に策定した「島本町新体育館等整備基本計画」において、今後の整備の方向性を早急に示すことと

していた東大寺公園テニスコートについては、阪急阪神ホールディングス株式会社様のご理解・ご協力を得て、運用が

終了した尺代の阪急グラウンドテニスコート跡地を借用し、移転整備を進めることとした。 

令和８年度においては、オムニコート２面のテニスコート整備のための設計業務を実施する。 

 

 〇事業費 尺代テニスコート整備設計業務 2,744 千円 

 

 〇特定財源 尺代テニスコート整備事業債 2,000 千円 

 

 〇スケジュール 

   令和 ８ 年度 設計 

   令和 ９ 年度 整備工事 

   令和１０年度 供用開始 

 

 〇位置図                                

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇現況写真 

  

 

 

 

 

 

        【東大寺公園テニスコート】                       【尺代テニスコート】 

 

尺代テニスコート 

東大寺公園テニスコート 

10



島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

子どもの居場所づくり支援事業 ［福祉推進課］ 拡充 1,448 千円 

～ 「学びの場」への補助を新設 ／ 子ども食堂への補助も拡充 ～ 

 

①「子どもの居場所づくり支援事業」を拡充し、従前の子ども食堂への補助に加え、地域において子どもに無償で学習支

援を行う場所（学びの場）を運営する団体等への補助を新設する。 

②子ども食堂への補助についても、食堂参加が困難で支援が必要な世帯等を対象に、持ち帰りの弁当等の配付を行う

「テイクアウト」事業への加算を追加する。 

 

〇補助内容 

①「学びの場」への補助 （新規）  

  補助額：１回千円（上限１０万円） 

   ※小学生～高校生年代に無償で学習指導を行う団体等が対象 

※大学生や学習指導の経験者等を配置 

 

②「子ども食堂」への補助 （拡充） 

・基本補助    ：１０万円（年１２回までの運営） 

・開設支援補助 ：５万円（補助初年度に限り１回のみ） 

・回数拡充加算 ：１回５千円（年１３回以上の開催に加算・上限１０万円） 

・学習支援加算 ：３万円（食堂開催時に指導員を配置して学習指導を行う場合） 

・デリバリー加算  ：１世帯につき１回千円（上限６万円）支援が必要な世帯等に食事を宅配 

・テイクアウト加算：１世帯につき１回５００円（上限３万円）※今回追加 

➡食堂参加が困難で支援が必要な世帯等に、持ち帰り用の弁当等を配付 

（対象者及び目的はデリバリー加算と同じ） 

 

〇特定財源 

大阪府新子育て支援交付金（府 10/10） 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

重度重複障害者等支援事業 ［福祉推進課］ 新規 2,040 千円 

～ 医療的ケアに対応する障害者通所施設に補助 ～ 

 

これまで、町内には医療的ケアに対応できる障害者通所施設がなく、たん吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な

障害者は、町外の事業所を利用している状況であった。 

このたび、町内での受け入れ体制の整備・確保を図るため、看護師を配置して対象者の受け入れを行う町内の通所施

設に対し、看護師配置費・備品等購入費への町独自補助を開始する。 

 

〇補助対象事業所 

 医療的ケアが必要な障害者を受け入れる町内の通所施設（生活介護事業所） 

 

〇補助内容 

①看護師配置補助 

  看護師配置１人１日につき 12,000 円（毎年度補助） 

 

②備品等整備補助 

  医療的ケアが必要な新規利用者１人につき 200,000 円（受入初年度のみ） 

  （対象者の新規利用時にそれぞれ補助） 

 

〇特定財源 

 なし 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

児童育成支援拠点事業／子育て世帯訪問支援事業［こども家庭課］ 新規 6,634 千円 

～ 支援が必要なこどもの居場所 ／ 子育て世帯に訪問支援 ～ 

 

①【児童育成支援拠点事業】 6,062 千円 

家庭や学校に居場所がないこどもたちを支援する場所を開設し、生活習慣の改善や学習サポート、食事の提供、進路

相談等を行う。また、家庭やこどもの状況を把握し、必要に応じて関係機関への連携を図ることで虐待を防止し、健全な

成長を支援する。 

〇対象者（主に学齢期以降のこどもとその保護者で、以下に該当する家庭） 

●養育環境に課題がある家庭（適切な食事や生活環境が整っていない等） 

●家庭や学校に居場所がないこども（不登校や学校になじめない場合） 

●関係機関から支援の必要性が認められた家庭 

〇事業内容 

●安全・安心な居場所の提供 ●生活習慣の形成 ●学習の支援 ●食事の提供 

●課外活動の実施  ●学校や医療機関、地域団体等との連携 

●保護者への情報提供、相談支援 

〇事業開始時期 

 令和８年１０月（プロポーザル方式により事業者選定）  

〇費用（自己負担） 無料 

〇特定財源 子ども・子育て支援交付金（国 1/3・府 1/3） 

 

②【子育て世帯訪問支援事業】 572 千円 

訪問支援員が、家事や子育てに不安や負担を抱える家庭を訪問し、悩みを聞きながら家事・育児を支援することで養

育環境を改善し、子育て支援の強化を図る。 

〇対象者（養育課題があるなど支援が必要な世帯） 

●不適切な養育が見られる、またはその可能性がある家庭や妊婦   

●若年妊婦や子育てについて出産前に支援が必要な妊婦   

●ヤングケアラーなど特に支援が必要と市町村が認めた者   

〇事業内容（ヘルパー事業所等を登録し、対象世帯に支援員を派遣） 

●家事支援 ●育児・養育支援 ●子育て等に関する不安や悩みの傾聴 

●情報提供（地域の子育て支援に関する情報案内） 

●支援対象者やこどもの状況・養育環境の把握、市町村への報告 

〇事業開始時期 

 令和８年１０月 

〇費用（自己負担） 無料 

〇特定財源 子ども・子育て支援交付金（国 1/3・府 1/3） 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

ファミリー・サポート・センター利用料補助事業［こども家庭課］ 新規 ５８０千円 

～ 利用料の見直し＋利用料補助制度を導入 ～ 

 

 「ファミリー・サポート・センター」は、育児の手助けをしてほしい人(依頼会員)と、育児の手助けをしたい人(提供会員)が、

地域でこどもの送迎や一時預かりなどを相互に支え合う会員組織である。 

令和８年度から、提供会員の登録数増加（担い手確保）及び処遇改善を図るため「利用料の増額改定」を行うとと

もに、ひとり親世帯・多胎児世帯・生活保護世帯の負担軽減を図るため、「利用料補助制度」を開始する。 

 

〇事業内容 新規（利用料の増額改定に合わせ、利用料補助制度を新たに開始） 

利用料の半額を補助（上限２万円／年度） 

 

（利用料金） 

時間帯 ／  日 
平日 土・日・祝 

現行 改定後  改定後 

通常時間 

午前７時～午後８時 

700 円／時

間 
800 円／時間 

800 円／時間 
1,000 円／時

間 
時間外 

早朝(午前６時～午前７時） 

夜間（午後８時～午後１０時） 

800 円／時

間 
1,000 円／時間 

 

〇利用料補助の対象者 

 ひとり親世帯、多胎児世帯、生活保護世帯 

 

〇利用方法 

 利用時に利用料を提供会員に支払い、後日、町に利用料補助の申請を行う（償還払い） 

 

〇特定財源 

子ども・子育て支援交付金（国 1/3・府 1/3） ※多胎児・生活保護世帯分 

大阪府新子育て支援交付金（府 10/10）    ※ひとり親世帯分 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

小中学校空調設備改修事業 ［教育総務課］ 継続 152,350千円 

～安全・安心な教育環境の確保～ 

各小中学校の空調機器については、児童・生徒の学習及び生活の場として、また、教職員の働く場として、良好

な教育環境を継続して維持していくために、整備後概ね１５年程度経過した普通教室等を対象に、改修設計を

踏まえ、それぞれ３箇年で計画的に更新することとしている。 

 

〇事業内容 

令和８年度については、小学校４校の改修設計業務及び中学校２校の１箇年目の改修工事を行う。 

〇事業費 

町立小学校空調設備改修設計業務  【１５，２９０千円】 

小学校４校の空調設備について改修設計を行う。 

町立中学校空調設備改修工事   【１３７，０６０千円】 

中学校２校の１箇年目の空調設備改修工事を行う。 

〇特定財源 

令和８年度 学校施設環境改善交付金（補助対象経費の１／３） 

  ２５，５４２千円（工事を実施する中学校のみ対象） 

 町立小学校施設整備事業債 13,700 千円 

 町立中学校施設整備事業債 91,200 千円 

〇主なスケジュール 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

 

子どもの遊び場の整備事業［総務・債権管理課、都市整備課］ 新規 52,785千円 

～ふれあいセンターの適正管理の推進～ 

ふれあいセンター敷地内北側の屋外水景施設については、設備の老朽化等により、以前より水景施設機能を停

止している。ふれあいセンターでは、島本町こどもすこやかセンターが開設され、こども連れの来館者が増加することが見

込まれるため、屋外水景施設を来館者の憩いの場はもとより、子供の遊び場として広場に改修するための設計業務

を行う。 

 

○事業費 2,785 千円 

○特定財源 ふれあいセンター整備事業債2,000 千円 

○ふれあいセンター屋外水景施設 

        

（機器停止により水景施設槽内が露出） 

 

～公園遊具の更新～ 

公園の適切な維持・管理を目的として、令和４年度に策定した「島本町公園施設長寿命化計画」に基づき、劣

化した水無瀬川緑地公園の大型ローラー滑り台の更新を実施する。 

 

○事業費 50,000 千円 

○特定財源 防災・安全交付金25,000 千円 公園長寿命化事業債22,500 千円 

 

○大型ローラー滑り台の更新 

【水無瀬川緑地公園】 

 

当該公園施設は、平成15年に設置されてから、23

年が経過しており、遊具の一部に摩耗や劣化が生じて

いることから、国からの交付金を活用して、同規模の大

型ローラー滑り台へ更新を実施する。 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

「島本と 。」まちの魅力の創造・発信事業の実施 ［にぎわい創造課］ 継続 14,603 千円 

令和５年度から令和７年度にかけて、国の交付金を活用した人的発掘、こと興しの開発、土産商品の開発、創

業支援の検討、デザイン計画の運用推進、上質なタウンプロモーションを実施してきた。令和８年度においてもこれら

の事業を継続しつつ、以下２点の事業を新たに取り組み、より一層の魅力の創造と発信を強化していく。 

 

〇令和８年度新規の取組 

①島本駅東エリア活性化実施業務 

●歴史文化資料館、史跡公園といった歴史的資源が集積し、まちの玄関口である島本駅東エリアを今後まちの

顔となる駅前としてより魅力的な場所にしていくため、島本町の新たな歴史・文化拠点の形成に向けた整備の実

施計画を策定する。 

●駅東エリアへの導入機能及び施設改修方針の検討、事業計画の作成、概算事業費の算定等を行う。 

 

②「高槻市・島本町リンクローカルプロジェクト」の実施 

●これまで島本町と高槻市とは、観光振興に関する連携協定を締結しており、それぞれの観光資源を活かした連

携を行ってきた。令和８年度から、新たに高槻市と高槻市観光協会と連携したプロジェクトを実施する。 

●高槻市と島本町の広域連携事業として、両市町が高槻市観光協会の事業である広域観光プログラムの開発

や観光案内業務を補助する。両市町の新規観光プログラムを高槻市観光協会が開発し、開発したプログラムや

両市町の観光名所等を高槻市観光案内所等にて案内していく。 

 

○特定財源 

 地域未来交付金7,301 千円 
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島本町【令和８年度予算の主要施策】 

 

 

通話録音装置導入事業 ［総務・債権管理課］ 新規 5,296千円 

○事業目的 

役場庁舎における電話応対について、事前に自動音声にて通話内容を録音している旨を案内したうえで通話録

音を行うことにより、業務の公正かつ適切な執行を確保し、住民サービスの向上とトラブル防止を図るもの。 

○事業費 5,296 千円 

○特定財源 なし 

○導入時期 令和８年 7月（予定） 

○事業内容 

電話録音告知及び通話録音が可能となる装置を電話交換室内に導入する。 

○設置イメージ 
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土地取得事業特別会計予算（案）のプロフィール

○　予 算 総 額

土地取得事業特別会計 千円

（対前年度増減率 ％）

○　主 要 歳 出 項 目

公共用地先行取得費 千円

諸支出金 千円

○　予 算 規 模

（単位：千円、％）

歳

出
0.7

0.0

合 計

公共用地先行取得費

諸 支 出 金 1,449 1,449

280,000 278,000

278,551

０．７

対前年度
増減率

令和７年度
当初予算額

276,551

繰 入 金

合 計

0.0

0.7

0.7

0.7

1,449

276,551

278,000

区 分

歳

入

財 産 収 入

278,551

280,000

２８０，０００

２７８，５５１

１，４４９

令和８年度
当初予算額

1,449
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○　予算総額

　　　　国民健康保険事業特別会計

（対前年度増減率

○　一般状況

　　　　被保険者見込数 （対前年度増減率　△４．３％）

○　賦課限度額保険料

　

　医療分 ６６万円 （６５万円）

　介護分 １７万円 （１７万円）

　後期分 ２６万円 （２４万円）

　子ども分 ３万円
（　）は前年度

○　主要事項

　　　　一人当たり年間保険料（介護分・後期分含む）

　　　　一般被保険者現年分 （対前年度増減率　３．２％）

　　　　一般会計繰入金 （対前年度増減率　３．９％）

　　（保険基盤安定軽減分
　　（保険基盤安定保険者支援分
　　（未就学児均等割保険料
　　（職員給与費等
　　（産前産後保険料繰入金
　　（財政安定化支援事業
　　（その他

　　　　１人当たり年間医療費（保険者負担分）

　 　一般被保険者 （対前年度増減率　△１３．１４％）

７４,２０２千円）
１４９千円）

１９,８８７千円）
５,５３９千円）

４１０,７４５円

１２５,２３４円

１１７,７４８千円）
６６,７１４千円）

９９５千円）

２８５,２３４千円

　　賦課限度額

国民健康保険事業特別会計予算（案）のプロフィール

２,８５５,７５１千円

△１０．８％）

４,５９５人
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　　　　○　予算規模

予 備 費 25,000 25,000 ―

合 計 2,855,751 3,200,927 △ 10.8

保 健 事 業 費 43,476 42,642 2.0

そ の 他 3,520 3,504 0.5

804,731 778,734 3.3
歳
　
　
　
　
　
出

総 務 費 73,655 61,306 20.1

保 険 給 付 費 1,905,369 2,289,741 △ 16.8

国民健康保険事業
費 納 付 金

そ の 他 1,112 1,366 △ 18.6

合 計 2,855,751 3,200,927 △ 10.8

1,979,428 2,329,480 △ 15.0

繰 入 金 288,359 277,761 3.8

歳
　
　
　
　
　
入

国 民 健 康 保 険 料 586,852 592,320 △ 0.9

府 支 出 金

　　　　（単位：千円、％）

区　　　分
令和８年度 令和７年度

対前年度増減率
当初予算 当初予算

26



○　予算総額

　　　　後期高齢者医療特別会計

(対前年度増減率　　

○　一般状況

　　　　被保険者見込数

○　主要事項

　　　　一人当たり年間保険料

　　　　　　　　被保険者現年分

　

　　　　一般会計繰入金 １４２，６９０千円（対前年度増減率　８．９％）

　（職員給与費等

　（保険基盤安定繰入金

○　予算規模
　　　　（単位：千円、％）

３．８％）

１１９,０７０円
（前年度１０４,１７７円 １４．３％）

２５,００２千円）

１１７,６８８千円）

後期高齢者医療特別会計予算（案）のプロフィール

７８８,２６５千円

１６．７％）

５,４１３人
（前年度５,２１４人

区　　　分
令和８年度 令和７年度

対前年度増減率
当初予算 当初予算

歳
　
入

後期高齢者医療保険料 645,524 544,179 18.6

使 用 料 及 び 手 数 料 1 1 0.0

繰 入 金 142,690 131,084 8.9

諸 収 入 50 50 0.0

合 計 788,265 675,314 16.7

歳
　
出

総 務 費 24,413 27,903 △ 12.5

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

762,362 646,171 18.0

諸 支 出 金 950 700 35.7

予 備 費 540 540 0.0

合 計 788,265 675,314 16.7
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○　予算総額

　　　　介護保険事業特別会計

（対前年度増減率

○　一般状況

　　　　被保険者見込数

（前年度見込

　　　　　　　　内　訳 【第１号被保険者　６５歳以上】

（前年度見込

【第２号被保険者　４０歳以上６５歳未満】

（前年度見込

○　保険給付対象見込数

［在宅対象者］ １,１９０ 人 （前年度見込 １,０６６ 人）

要支援 要介護

２３８ 人 ９５２ 人

（前年度 （前年度

［施設対象者］ ２０７ 人 （前年度見込 ２０７ 人）

介護老人保健施設

（前年度 ８０人） （前年度 １２０人） （前年度 ７人）

○　予算規模

合 計 3,562,367 3,235,895 10.1

基 金 積 立 金 275 － 100.0

諸 支 出 金 1,150 1,275 △ 9.8

予 備 費 2,000 2,000 ―

3,306,633 3,001,509 10.2

地 域 支 援 事 業 費 160,216 157,912 1.5

合 計 3,562,367 3,235,895 10.1

歳
　
出

総 務 費 92,093 73,199 25.8

保 険 給 付 費

繰 入 金 671,125 612,700 9.5

諸 収 入 1 2 △ 50.0

府 支 出 金 488,304 448,906 8.8

財 産 収 入 275 125 120.0

768,932 661,598 16.2

支 払 基 金 交 付 金 921,103 835,867 10.2歳
　
入

介 護 保 険 料 712,577 676,596 5.3

使 用 料 及 び 手 数 料 50 101 △ 50.5

国 庫 支 出 金

　　　　（単位：千円、％）

区　　　分
令和８年度 令和７年度

対前年度増減率
当初予算 当初予算

８４５人）

区　分 介護老人福祉施設 介護医療院

対象者数
８０人 １２０人 ７人

８,９６３人）

１１,１９４人

１１,１３４人）

区　分

対象者数
２２１人）

介護保険事業特別会計予算（案）のプロフィール

３,５６２,３６７千円

１０.１％）

２０,３２６人

２０,０９７人）

９,１３２人

28



〇 予算総額

大沢地区特設水道施設事業特別会計 3,300 千円

△ 68.6 ％）

〇 主要歳出項目

構成比

運 営 費 3,290 千円 99.7%

予 備 費 10 千円 0.3%

〇 予算規模

令 和 ８ 年 度 対 前 年 度

当 初 予 算 額 増 減 率

〇 重点項目

運営費のうち主なもの

水道施設修繕 770 千円

1,842 千円

内

訳

運 営 費 3,290

予 備 費 10 10 0.0

水質検査等業務委託

歳 出 総 額 3,300 10,500 △ 68.6

10,490 △ 68.6

歳 入 総 額 3,300 10,500 △ 68.6

内

訳

使用料及び手数料 110 110 0.0

繰 入 金 3,190 10,390 △ 69.3

大沢地区特設水道施設事業特別会計予算（案）のプロフィール

（対前年度増減率

    （単位：千円、％）

区 分
令 和 ７ 年 度

当 初 予 算 額
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〇 業務の予定量

14,613 戸　（ 4.7 ％　）

33,125 人　（ 4.3 ％　）

3,273 千㎥（ 1.6 ％　）

8,967 ㎥　（ 1.6 ％　）

467,894 千円（ △ 27.8 ％　）

・ 414,600 千円（ △ 0.3 ％　）

〇 予算総額

658,600 千円（ △ 4.9 ％　）

656,500 千円（ 0.2 ％　）

32,338 千円（ △ 62.0 ％　）

485,800 千円（ △ 27.0 ％　）

〇 主要支出項目

636,042 千円 96.9 ％

15,458 千円 2.3 ％

5,000 千円 0.8 ％

467,894 千円 96.3 ％

17,906 千円 3.7 ％

〇 人件費の推移

102,642 千円 99,372 千円 95,711 千円

11 人 11 人 11 人

(2) 人 (3) 人 (3) 人
[注](　）内は、短時間勤務の再任用職員及び会計年度任用職員【外書】

〇 企業債の状況

（見込） 268,714 千円

（見込） 0 千円

（見込） 17,906 千円

（見込） 250,808 千円

職 員 数

令 和 ７ 年 度 末 現 在 高

令 和 ８ 年 度 起 債 発 行 額

令 和 ８ 年 度 元 金 償 還 額

令 和 ８ 年 度 末 現 在 高

企 業 債 償 還 金

令和８年度 令和７年度 令和６年度

人 件 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

収 入

支 出

収 益 的 支 出 構成比

収 益 的 収 入 及 び 支 出 対前年度増減率

収 入

支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

一 日 平 均 配 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

事 業 費 総 額

施 設 整 備 事 業

水道事業会計予算（案）のプロフィール

対前年度増減率

給 水 戸 数

給 水 人 口

年 間 配 水 量
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〇 予算規模

〇 重点項目

老朽管布設替工事 291,000　高速凝集沈殿池濁度計更新工事　6,000
急速ろ過池監視システム更新工事　6,000　
低区配水場大薮系配水流量計盤更新工事　6,900
低区配水場中継ポンプ室耐震補強及び補修工事　79,600

鋳鉄管更新実施設計業務　13,000
<工事請負費>

固定資産取得費（単位：千円）
深井戸水中取水ポンプ 10,000　水道料金システム周辺機器 16,500

施設整備事業費（単位：千円）
<委託料>
公共下水道関連配水管移設実施設計業務 12,100

営業費用（単位：千円）
<委託料>
大薮浄水場運転管理等業務 68,249 市町村水道水質共同検査業務 2,751

差 引 不 足 額 △ 453,462 △ 580,818 △ 21.9

内
　
訳

建 設 改 良 費 467,894 648,338 △ 27.8

企 業 債 償 還 金 17,906 17,562 2.0

資 本 的 支 出 485,800 665,900 △ 27.0

出 資 金 1,838 1,802 2.0

資 本 的 収 入 32,338 85,082 △ 62.0

内
 
 
訳

加 入 金 19,500 59,780 △ 67.4

工 事 負 担 金 11,000 23,500 △ 53.2

区 分
令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 増 減 率

差 引 収 支 損 益 2,100 36,800 △ 94.3

資本的収入及び支出 （単位：千円、％）

15,458 25,802 △ 40.1

予 備 費 5,000 10,000 △ 50.0

水 道 事 業 費 用 656,500 655,400 0.2

内

訳

営 業 費 用 636,042 619,598 2.7

営 業 外 費 用

103,126 134,169 △ 23.1

特 別 利 益 0 1 △ 100.0

水 道 事 業 収 益 658,600 692,200 △ 4.9

内
　
訳

営 業 収 益 555,474 558,030 △ 0.5

営 業 外 収 益

（単位：千円、％）

区 分
令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 増 減 率

収益的収入及び支出
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〇 業務の予定量

326.6 ha　（ 0.2 ％　）

4,289 千㎥（ 18.1 ％　）

11,751 ㎥　（ 18.1 ％　）

1,168,690 千円（ 125.0 ％　）

1,108,746 千円（ 144.8 ％　）

〇 予算総額

1,099,200 千円（ 10.2 ％　）

1,016,200 千円（ 10.8 ％　）

1,257,400 千円（ 113.2 ％　）

1,594,600 千円（ 64.4 ％　）

〇 主要支出項目

943,700 千円 92.9 ％

67,500 千円 6.6 ％

5,000 千円 0.5 ％

1,168,690 千円 73.3 ％

425,910 千円 26.7 ％

〇 人件費の推移

48,267 千円 44,218 千円 39,321 千円

5 人 5 人 5 人

〇 企業債の状況

（見込） 4,734,703 千円

（見込） 576,200 千円

（見込） 425,910 千円

（見込） 4,884,993 千円

※企業債の内訳

公共下水道事業債 526,800 千円

流域下水道事業債 49,400 千円

576,200 千円

令 和 ８ 年 度 末 現 在 高

合　　　計

令和６年度

人 件 費

職 員 数

令 和 ７ 年 度 末 現 在 高

平 成 ８ 年 度 起 債 発 行 額

平 成 ８ 年 度 元 金 償 還 額

予 備 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

令和８年度 令和７年度

収 益 的 支 出 構成比

営 業 費 用

営 業 外 費 用

収 入

支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

支 出

主 要 な 建 設 改 良 事 業

建 設 改 良 事 業 総 額

・公共下水道整備事業

収 益 的 収 入 及 び 支 出 対前年度増減率

下水道事業会計予算（案）のプロフィール

対前年度増減率

排 水 区 域

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 量
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〇 予算規模

〇 重点項目

 雨水負担割合21.7%（市街化区域面積比　島本町：72ha　大山崎町：20ha）

淀川右岸流域下水道維持管理負担金 308,738
　公共下水道整備事業費（単位：千円）

＜委託料＞

＜工事請負費＞

＜賠償金＞

公共下水道関連ガス管移設補償金 3,000
公共下水道関連配水管移設補償金 11,000

公共下水道マンホール蓋取替工事 21,000
公共下水道島本１号汚水幹線管更生工事 313,000
単独公共下水道汚水管（第1工区）築造工事 7,000

山崎ポンプ場費 48,941（うち大山崎町の負担　6,984）

山崎ポンプ場雨水ポンプ増設工事委託 648,000
公共下水道汚水管渠実施設計業務 36,000
山崎ポンプ場雨水粗目スクリーン他実施設計業務委託 35,000

差 引 不 足 額 △ 337,200 △ 380,000 △ 11.3

営業費用（単位：千円）

内

訳

建 設 改 良 費 1,168,690 519,477 125.0

企 業 債 償 還 金 425,910 450,323 △ 5.4

資 本 的 支 出 1,594,600 969,800 64.4

480,000 182,300 163.3

受 益 者 負 担 金 11,200 7,800 43.6

資 本 的 収 入 1,257,400 589,800 113.2

内

訳

企 業 債 576,200 226,700 154.2

国 庫 補 助 金

出 資 金 190,000 173,000 9.8

資本的収入及び支出 （単位：千円、％）

区 分
令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 増 減 率

5,000 5,000 0.0

差 引 収 支 損 益 83,000 80,500 3.1

内

訳

営 業 費 用 943,700 848,450 11.2

営 業 外 費 用 67,500 63,850 5.7

予 備 費

営 業 外 収 益 306,818 324,842 △ 5.5

下 水 道 事 業 費 用 1,016,200 917,300 10.8

増 減 率

下 水 道 事 業 収 益 1,099,200 997,800 10.2

内

訳

営 業 収 益 792,382 672,958 17.7

収益的収入及び支出 （単位：千円、％）

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 当 初 予 算 額
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